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〔要 旨〕

本研究で行った調査では、インドネシアの日本語教育の当事者である、高校と大学のインドネシア人
日本語教師を対象とした。そこでは、過去（１９７０年代～９０年代）と現在（２０００年以後）の日本語学習の
意味づけについて聞き、その間の社会、日・尼関係、教育政策の変化の中で、日本語学習の目的・動機・
社会的意味がどのように変わってきたのかを見た。過去には、日本語学習の意味として、高校教師・大
学教師両者とも「仕事」を挙げていた。現在は、高校教師は「日本への留学」を第一に挙げ、一方、大
学教師は「仕事を得ること」に加え、ポップカルチャーを挙げた。また、社会の日本語学習に対する受
け止め方は、過去には地域差が見られたが、日本語教育の広まりとともにその差が縮小してきたことが
わかった。さらに、日本語は、インドネシアにおいて学校や学習者がグローバル社会とつながっていく
ための一つのきっかけとして意味づけられている様子が見えた。

１． はじめに
インドネシアの日本語学習者数は、これまでの国際交流基金（以下、JF）の海外日本語教育

機関調査において、特に２０００年代に急激な伸びを見せ、２０１２年度には、８７２，４０６名で世界２位

となった（国際交流基金 ２０１３）。これらの学習者を教えている日本語教師は、同調査で４，５３８

名に上り、その内９５．５％をインドネシア人日本語教師（以下、IJT）が占めている（１）。近年の

日本語教育の急成長は、IJTによって支えられていると言うことができる。

では、このような急激な日本語教育の展開の中で、IJTは自国で日本語を学ぶということを

どのように観てきたのだろうか。インドネシアの日本語教育の発展の特徴を掴むためには、数

値によって示された変化だけでは十分ではなく、インドネシアの日本語教育の最も重要な担い

手である IJTが、学習者やインドネシア社会の日本語学習に対する意味をどのように捉えてき

たかを明らかにすることが重要な意味を持つと考えられる。そこで、筆者らは、高校と大学の

IJTを対象に質問紙を用いた調査を行った。調査では、IJTにインドネシアにおける日本語学

習の意味がどのように変わってきたと思うかを、日本語学習開始時期と、現在の二つの時期に
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分けてたずねた。本稿は、調査の結果から、IJTの日本語学習の意味に対する見方が、近年の

日本語教育の大きな展開の中でどのように変わってきたかを明らかにすることを目的とする。

なお、ここで言う「意味」とは、学習目的、動機、社会的な意味などのことを指す。

２．インドネシアの日本語教育概観
まず、調査の背景となるインドネシアの高校と大学の教育制度を概観する。表１は、主に国

際交流基金（２０１３）から得た情報を整理したものである。

表１ インドネシアの高校・大学の概観と日本語教育の特徴

高校 •教育制度：高校は３年。普通高校・宗教高校・専門高校に分かれる。学習内容は国家カリキ
ュラムの規定に準じる。普通高校は、理科系、社会系、語学系のコース分けがある。
•日本語教育：普通高校で日本語は第２外国語科目の一つであり、語学系では必修科目、理科
系、社会系では選択科目として履修されている。第２外国語としては他に、中国語、韓国語、
ドイツ語、フランス語、アラビア語が国家カリキュラムに記載され、学校ごとに言語が選択さ
れる。２０１２年時点では、日本語が最も多くの学校で選択されていた。

大学 •教育制度：４年間の学士課程（S１）、３年間のディプロマコース（D３）などのコースで日本
語が専攻科目として教えられている。また、大学院修士課程（S２）、博士課程（S３）も開講さ
れている。
•日本語教育：日本語・日本文学科、日本研究科、日本語教育学科および大学院の日本研究科、
日本語教育科において、専攻科目あるいは主要科目として日本語が教えられている。また、一
般教養科目として、理系学部などでも広く日本語が学ばれている。国際交流基金（２０１１）によ
れば、２００９年の段階で、日本語・日本研究関係学位授与機関数は、学士号段階が４８機関、修士
号段階が５機関である。博士課程について、前掲書には記載がないが、筆者らの知る限り３大
学で開講している。日本語教師養成課程実施機関数は２０機関。

次に、インドネシアにおける日本語教育の歴史を概観する。表２は、国際交流基金（２００６、

２０１３）、松本（２００６）、間瀬他（２０１３）を参考に、本稿に関連する高校と大学での日本語教育の

移り変わりを中心にまとめたものである。

１９６０年代に、日本研究者や日本語教師となる人材の育成を目的として、教師養成大学や有力

総合大学に日本語学科が設けられた。１９６０～７０年代は日本の高度経済成長期にあたり、日本企

業のインドネシア進出も見られた。また、１９８０年代後半のいわゆる「バブル景気」の時期にも、

インドネシアの地方都市の大学で日本語学科が開設された。この頃、日本のドラマやアニメが

インドネシアのテレビで放映され始め、人気を得た。１９９０年代は、中等教育の学習者数が増え、

高校教師、教育文化省（後の教育省）、JFの協働で、９４年カリキュラムに基づく教師研修や教

材開発が行われた。インドネシア政府の長期高等教育開発計画（１９９５～２００５年）により大学が

増え、様々な地域で日本語関連の学士コースおよびディプロマコースが開設され、大学院のコ

ースも設けられた。さらに、１９９９年にインドネシア日本語教育学会が設立され、日本語教育に

携わる大学教員の情報交換や交流、専門性向上を促す活動が行われるようになった。２０００年代
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年代 インドネシア社会と
日本との関係 日本語教育 日本からの支援

１９６０年
代～
７０年代

・第二次世界大戦後の
両国間の通商条約締
結、戦後賠償の円借
款

・日本の高度経済成長
に伴う日系企業の海
外進出とそれへの反
発

学習者数： １９７４年 １，０５２名、１９７９年 １，６７６名

☆中等教育（主に高校）
・１９６２年 高校での日本語教育開始：選択外国

語
・１９７５年カリキュラム：日本語が登場

☆高等教育
・教師養成大学での日本・日本語関係学科設立
１９６４年 マナド教育大学（現マナド大学

UNIMA）
１９６５年 バンドン教育大学（現インドネシア

教育大学 UPI）
・有力総合大学での日本関係学科設立
１９６３年 パジャジャラン大学（UNPAD）
１９６７年 インドネシア大学（UI）

・戦後賠償留学生受け
入れ

・主に教師養成大学へ
の専門家派遣開始

１９８０年
代～
９０年代

・スハルト政権下の経
済成長

・日本のバブル景気

・日本のドラマ（「おし
ん」）、歌（「心の友」）、
アニメ（「ドラえも
ん」）など、インドネ
シア社会に浸透

・１９９８年のアジア通貨
危機に起因する社会
混乱とスハルト体制
崩壊

学習者数： １９８４‐８５年 ２７，６０５名
１９９０年 ３８，０５０名（４位）
（初・中等教育３６，５９６名 高等教育１，４５４名）
１９９８年 ５４，０１６名（６位）
（初・中等教育３５，４１０名 高等教育１１，１１０名）

☆中等教育（主に高校）
・１９８４年カリキュラム
・１９９４年カリキュラム

☆高等教育
・大学教育改革：全国大学基準委員会設置、
プログラム評価実施／長期高等教育開発計画
実施

・日本語学科の開設の地域的・数的広がり
・１９９９年 インドネシア日本語教育学会設立

・国 際 協 力 事 業 団
（JICA）：青年海外
協力隊、シニアボラ
ンティア派遣による
教師養成機関への支
援

・JF：訪 日 研 修、学
会・教師会支援（中
等教育に重点）、ジ
ャカルタ日本語セン
ター開設、専門家派
遣、教材開発支援

２０００年
～
２０１２年

・民主化が進み、経済
成長を続ける新興国
へ

・EPAの 開 始（看 護
師・介護福祉士候補
者来日）

学習者数： ２００３年 ８５，２２１名（６位）
２００６年 ２７２，７１９名（４位）
２０１２年 ８７２，４１１名（２位）
（中等教育８３５，９３８名 高等教育２２，０３１名）

☆中等教育（主に高校）
・２００４年カリキュラム準拠教材開発
・２００７年インドネシア中学・高校日本語教師会

設立

・JICA：青年海外協力
隊、シニアボランテ
ィア派遣による教師
養成機関への支援

・JF：訪 日 研 修、学
会・教師会支援、地
域アドバイザー派遣、
教材開発支援

表２ インドネシアの高校と大学の日本語教育を中心とした略史
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になると、国内の民主化が進み、経済面・政治面でグローバル社会の中でのインドネシアのプ

レゼンスが高まり、新興国と位置づけられるようになった。経済連携協定（EPA）の締結など、

日本との間の人の移動もさらに活発になってきた。高校では２００４年カリキュラムに準拠した日

本語の教材開発プロジェクトが各地の教師、教育省、JFの協働により実施された。さらに、

それまであった各地の中学・高校教師会を統合した全国日本語教師会が発足した。

３．先行研究
インドネシアの国家カリキュラムは、就学前教育から高等教育までの教育の目標や内容・方

法・評価のあり方を決定するものである。ほぼ１０年に一度改定されるが、その内容はその時代

の教育学や周辺分野の研究の進展、社会状況との関わりで大きく変わってきている。高等教育

については、具体的な教育内容や方法の選択は基本的には各大学に任されているが、中等教育

では、改定のたびに現場の教師は、その内容の変化に対応していかなければならないため、カ

リキュラムで目指す教育を実現するための教師研修や教材開発などが重要になる（UPI ２０１２）。

表３は、Sheddy（１９９４）、Wawan（１９９６）、古川・藤長（２００７）、松本（２０１４）などの先行研究

から、１９８０年代以降の国家カリキュラムの特徴を整理したものである。

表３ インドネシアの国家カリキュラム

カリキュラム 特徴（参考にした文献）
１９８４年カリキュラム 日本語が第２外国語の一つとして認定された。語彙・文型の習得が重視された。

（Sheddy １９９４）
１９９４年カリキュラム コミュニカティブ・アプローチに基づき、トピックによる言語機能を重視した

シラバスを採用し、教室活動（アクティビティ）を重視する。（Wawan １９９６）
２００４年カリキュラム 能力を基盤とするカリキュラム（KBK）：日本語の理解と使用を通して「ライ

フ・スキルと生涯学習能力」を身に付けることが目標とされる。（松本 ２０１４：
１００）

２０１３年カリキュラム 国際社会に貢献できる人間の育成を目標に、KBKを継承し、学習目標となる中
核能力（Kompetensi Inti）と、それに基づく基本能力（Kompetensi Dasar）を設定
する。「科学的アプローチ」に基づく授業の流れを重視する。（松本 ２０１４）

このような国家カリキュラムの変遷に伴って、インドネシアでは多様な教師研修が行われて

きた。これまでの教師研修の変遷については、中等教育の教師研修を中心に、藤長他（２００６）、

栗原・木谷（２０１０）が、教育省と IJT、JFの協働により、どのように教師研修が企画・準備さ

れ、実施されてきたかを報告している。さらに、Evi他（２０１３）は、インドネシア側の自立的

な研修の企画・実施を支援するために行われた、教育省「語学教員研修所」の講師に対するイ

ンストラクター（研修指導者）養成研修の内容と方法を報告している。
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そして、教師研修や教材開発の協働作業の中で、教師（教師会）－教育省（語学教員研修所）

－JF間のネットワーク構築が飛躍的に進んだ。松本（２００５）、登里他（２００７）は、インドネシ

アの日本語教育の「現地化」「自立化」に向けて、「ネットワーク支援」（日本語教育という活

動に参加する者の配置と関わり合いをより活性化するための支援）（松本 ２００５：１０３）がどの

ように展開されたかを、各地域の例を挙げて分析・考察している。

高等教育の日本語教育に関するものは、Sheddy（１９９４）、Wawan・池津（１９９９）、松本（２００６）

が、日本語関係学科開設の歴史を振り返りつつ、大学教師の持つ課題として、高学位取得者の

不足、教師としての教育を受けていないことによる教授力の不足などの問題を挙げている。し

かし、高等教育に関する研究は決して多くはない。

以上のように、先行研究は、カリキュラム、教師研修、ネットワークについて、教師という

集団全体の状況を述べてきた。しかし、インドネシアにおける日本語教育の実像に迫るために

は、現地で日本語を学び、教師となり、当事者としてインドネシアの日本語教育を支えている

個々の IJTが日本語を学ぶことの意味の変化をどのように捉えているのか、彼ら／彼女らの生

の声を聞くことが重要である。本研究では、このような当事者の視点を取り入れ、自由記述に

よる質問紙調査を用いることで幅広い地域の教師の声を集めることを目指した。

４．調査概要
本調査（２）の目的は、個々の IJTが、過去・現在で日本語学習の意味をどう捉え、インドネシ

ア社会との関係の中でそれがどう変化したのかを探ることである。調査では、①学習開始時の

印象、②教師としての経験、教師教育・研修受講歴、③ JFの支援への所感と希望、④過去と

現在の日本語教育の意味の変化、⑤インドネシア社会から見た日本語教師、⑥日本語教育のイ

ンドネシア社会への貢献の６点について、自由記述で回答を求めた。本研究で扱うのは、④「イ

ンドネシア社会の中で、日本語を学習する意味は時代によって変わってきていると思われます

（例：日本企業が多数インドネシアに進出した時代、仕事を得るために日本語を学ぶ、など）。

あなたから見て、過去にはどう意味づけられていたと思いますか。現在はどう意味づけられて

いると思いますか。」という質問に対して、過去・現在に分けて書いてもらった回答である。

使用言語はインドネシア語で行った。調査対象者は、インドネシア各地で指導的立場にいる高

校教師２３名および大学教師２１名に絞った。２０１２年８月にジャカルタ日本文化センター（以下、

ジャカルタセンター）の協力を得て、メールで質問紙を送付し、高校教師２３名と大学教師１８名

から回答を得た。表４は調査協力者の属性をまとめたものである。
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表４ 調査協力者の概要

高校（２３名） 大学（１８名）
地域 北スマトラ（３）、西スマトラ（１）、首都

特別地区（２）、西ジャワ（２）、中部ジャ
ワ（４）、東ジャワ（２）、バリ（３）、北
スラウェシ（３）、南スラウェシ（１）、パ
プア（１）、カリマンタン（１）

北スマトラ（３）、西スマトラ（１）、首都
特別地区（３）、西ジャワ（４）、中部ジャ
ワ（２）、東ジャワ（２）、バリ（１）、北
スラウェシ（２）

教師会・学会
での役職

全国教師会会長（現１、元１）、各州教師
会会長（現７、元５）、役員（現７）

学会会長（現１、元２）、支部長（現６、
元４）

日本語学習開
始時期

１９７０年代（３）、１９８０年代（１２）、１９９０年代
（６）、２０００年代（１）

１９７０年代（５）、１９８０年代（８）、１９９０年代
（５）

５．調査結果と考察
まず、④以外の質問への回答を参考に、ここで言う「過去」を調査対象者の日本語学習開始

時期である１９７０～１９９０年代とし、「現在」を、１９９０年代後半の社会混乱が収まり、民主化が進

んできた２０００年頃から調査時の２０１２年までの期間と設定した。さらに、この区分の適切性を２

名の IJTに確認した上で分析を進めた。過去・現在、二つの時期に分けて別々にたずねたため、

回答（インドネシア語を日本語に翻訳したもの）にはそれぞれの時点での事象が述べられてお

り、日本語学習の意味の変化に焦点を当てて言及したものはほとんどなかった。そこで、過去、

現在の回答それぞれを整理し、強調されている表現や、共通して述べられている言葉に注目し、

IJTが日本語学習の意味として重要視していると考えられる言葉や表現をキーワードとして取

り出した（例：「人々が日本に働きに行きたいと思っていた」→「日本で働く」）。そして同様

の意味を表す語や表現の出現数を数えた。本研究に携わった関係者３名がそれぞれキーワード

を拾い出し、取り出した言葉や表現を照合し、それらの妥当性を検討した。

５．１ 年代別に見る日本語学習の意味の変遷

５．１．１ 高校教師の回答

高校教師の回答から抜き出したキーワードを９つのカテゴリーに分け、表５にまとめた。

（ ）の数字は、それぞれのキーワードの出現数を表す。表６は代表的なコメントである。

学習者の日本語学習動機や学習目的という点から見ると、２０００年以前も以後も「日系企業で

働く」「日本で働く」というコメントが最も多い。ただし、２０００年以後は、通訳者、日本語教

師、観光・ガイド、看護師など職種の広がりが見られ、実際に先例が身近に増えた可能性があ

る。また、インドネシア社会の日本語に対する認知度の違いをうかがわせる回答が見られた。

例えば、表６のコメント（A）に見られるように、過去には日本語学習に興味関心がなく、日

本語学習とつながる将来の仕事像が見えなかったという回答があった。その一方で、１９９０年代

から工業団地に日本企業が進出していた西ジャワ（日本貿易振興機構 ２０１３）では、日本語教
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師の数が多く、多くの高校で日本語が教えられていたというコメント（B）や、９０年代後半か

ら茨城県大洗町で、水産加工業に従事する北スラウェシ出身者が多かったことから（吹原２００６）、

日本で仕事をする成功モデルがあったというコメント（C）があり、過去には地域によって日

本語教育の受け入れられ方や認識にかなりの差があったことがわかる。しかし、２０００年以後、

特に２００４年のカリキュラム改定以降になると、「日本語教育は珍しくない」「日本語は高校の

カリキュラムに普通に入っている」というような、「日本語教育の一般化」を示すような回答

が多くの地域で見られた。例えば、（D）の北スマトラの教師は、「日本語が学校の外国語の

カリキュラムの中に取り入れられ始めたこと」がその要因だと述べている。また、「電子メデ

ィアなどを通じて日本と日本の技術に関する情報が得られるので、人々が日本語の学習に興味

を持ち始めた」（S２２：南スラウェシ）というように、ICTの普及の影響を挙げる教師もいた。

これらから、最近では、日本語は多くの地域の高校でごく普通に履修できる外国語科目として

インドネシア社会に定着してきたと言うことができる。

２０００年以前にあって以後にない点としては、「【３】先進性へのあこがれ」、「【４】日本・イ

ンドネシア関係の重視」を意識している回答、「【５】日本に対するネガティブな印象」を挙げ

過去（１９７０～９０年代） 現在（２０００年以後）
【１】仕事

①日系企業で働く（１１）
②日本で働く（４）
③観光・ガイド（４）
④仕事につながる（１）
⑤キャリアイメージが持てない（２）

①日系企業で働く（７） ⑤観光・ガイド（１）
②日本で働く（３） ⑥日本語教師（２）
③通訳者（２） ⑦看護師（１）
④日本からの投資（１） ⑧キャリアイメージが

持てる（１）
【２】日本語に対する認知度

①日本に対する情報なし：知られていない（１）
②興味が持てない（１）
③日本語教育機関少（興味が持てない（１））（西
スマトラ・南スラウェシ：筆者注）
④日本語教師が多い（１）（西ジャワ：筆者注）

①珍しくない（１）
②学校のカリキュラムに普通にある（１）
③人々が日本について認知（１）
④電子メディアによる情報（１）

過去のみに現れたキーワード 現在のみに現れたキーワード
【３】先進性へのあこがれ
①アジアで唯一の先進国、技術を習いたい（１）
②日本の商品は最新（１）
【４】日本・インドネシア関係の重視
友好関係を結ぶ（１）
【５】日本に対するネガティブな印象
日本軍政によるネガティブな印象（１）

【６】留学
日本で勉強したい（７）
（看護師になる（１）、学問を修める（１））
【７】ポップカルチャー
アニメ・マンガ、映画などに対する興味（２）
【８】グローバルに通用する言語
グローバル言語：学校が国際標準にあることを示
せる外国語が重要に（１）
【９】他言語との競争
①選択科目・地方科目としての位置づけ（１）
②他外国語科目との競争（１）

表５ 高校教師の回答（２３名）
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る回答もあった。一方、２０００年以後は日本への「【６】留学」を学習目的に挙げる回答が多かっ

た。

表６ 高校教師のコメントの代表例：コメント末の（S数字）は、個々の回答者を表す。

過
去

（A）北スマトラ：「８０年代から９０年代半ばには、日本語を習うことが今のようにそれほどブー
ムになっていなかった。当時の人々の考え方にまだ影響を及ぼしていたであろう日本軍時代
のネガティブな印象があるほかに、日本語学習の利点についての情報が不足していることも
原因の一つだったと思う。（S１）」

（B）西ジャワ：「以前はその地方にいる教育の担い手のほうに影響された。例えば、西ジャワでは
昔から日本語の先生が多かったため、日本語の授業を行う学校も多かったなどである。（S１１）」

（C）北スラウェシ：「（１９９０年代後半に：筆者注）特に私の地域北スラウェシでは、人々が日本に
働きに行きたいため、日本語を習いたいと思っていた。私たちの地域の賃金が低いからであ
る。そのほか、日本に行って経済的に成功を果たした人が多かったことも背景にある。（S１８）」

現
在

（D）北スマトラ：「人々は、日本語が学校の外国語のカリキュラムの中に取り入れられ始めた
ことを知ったことで、彼らの耳にはもはや「珍しく聞こえる」外国語ではなくなった。（S１）」

（E）北スマトラ：「私の地域では日本語科目の先生に公務員への昇進がなく、私立でもマンダリ
ン（＝中国語：筆者注）と競争しなければならないため、将来的にはあまり期待できない職
業。マンダリンの科目を取り入れた学校が多くなったので日本語を教える時間が少なくなり、
それどころか日本語をなくし代わりにマンダリンを教えるようになった学校もある。（S１）」

日本へのインドネシアからの留学生数は、１９９９年の１，２２０名から、２０１３年の２，４１０名と倍増し

ている（３）ことから、２０００年以前に比べ、日本への留学機会が多くなり、高校生にとって日本留

学が以前に比べて身近になっていることがうかがえる。また、「【７】ポップカルチャー」に関

するコメントが現れている。「【８】グローバルに通用する言語」としての日本語学習と、「【９】

他言語との競争」の中での日本語学習の位置づけに関する教師の回答からも、カリキュラムの

変化を敏感に反映した学校の存在と、環境の変化に教師が対応しようとしている姿が垣間見ら

れる。このような流れの中で、経済面・政治面でのプレゼンスの高まっている他の言語（中国

語や韓国語）と日本語が選択の俎上に挙がっているということが（E）の発言からわかる。

５．１．２ 大学教師の回答

以下の表７に、大学教師が日本語学習の意味をどのように捉えているか整理し、代表的なコ

メントを表８に挙げた。

２０００年以前も以後も、日本語学習を、何らかの形で「【１】仕事」に関連づけている回答が多

かった。２０００年以前は、「日本企業・日系企業・外国企業で働くため」という回答が最も多か

った。「観光業界」「日本語の通訳者」「高校の日本語教師」という回答から、日本語を学習す

ることで就くことができる職業の具体的な選択肢がすでにあったことがわかる。ただし、地域

によっては、当時日本語はあまり知られておらず、将来のキャリアにはつながりにくいとする

コメント（F）もあった。その一方で、日本語が珍しい言語であるがゆえに、仕事が探しやす
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かったとしている回答（G）もあり、高校教師の回答ほど顕著ではないが、日本語教育に対す

る受け止め方には地域差が見られた。また、「仕事」は２０００年前後共通に挙がっている項目だ

が、異なる点は、「仕事」の内容として、「アニメ・マンガの翻訳者としての需要」など、後

述するポップカルチャーと関連したものや、（H）で挙げられたグルメ・ファッション・ライ

フスタイル・雑誌のビジネスなど、日本ブランドまたは現地にはない事業を展開する可能性を

あげる回答が出ている点である。２０００年以前と比べて、「日本で働く」という回答が３名の教

師から出ており、過去と比べて日本での就職が大学生にとっても現実的なものと感じられてい

るようである。さらに、新たな日本語の位置づけとして、（I）は他の専攻において、英語以

外の外国語の能力が仕事上求められると指摘している。グローバル化の中でインドネシア社会

が複数の外国語能力を要求する社会になってきていることを示しているとも解釈できる。

「【２】学ぶ」という視点は２０００年以前と以後に出てくるが、内容が異なっている。以前は、

日本の科学技術や経済・貿易面が発展しているから学びたいといった、日本の先進性を学ぼう

という回答が見られた。しかし、２０００年以後には、（J）のように、日本が直面している高齢

化社会などの問題の事例を「反面教師」として学び、インドネシアの発展の参考にしたいとす

る回答があった。過去の先進国の日本の技術を学ぶという姿勢から、発展のさなかにいるイン

ドネシアにとっては批判的な視点で日本から学ぼうという姿勢への変化が見られる。

２０００年以後に現れた回答として最も多かったのは、「【３】ポップカルチャー」（６名）であ

る。（K）の回答などから、日本のアニメ、マンガ、日本発のゲーム、コスプレなどのポップ

過去（１９７０～９０年代） 現在（２０００年以後）
【１】仕事

①日本企業・外国企業で働く（８）
②いい収入の仕事を探す（２）
③観光業界で働く（１）
④日本語の通訳・翻訳者になる（１）
⑤高校の日本語教師の需要（１）
⑥日本語は知られていない、キャリアにはつなが
らない（２）（いずれも北スマトラ：筆者注）

①日本語の専門家としてのキャリア（日本企業、
マンガ・アニメの翻訳者）（３）

②日本語教師になる（３）
③日本で働く（３）
④仕事を探す（２）
⑤日本的な事業展開（グルメやファッション関係
など）（１）

⑥英語以外の言語として日本語を学ぶ（１）
【２】学ぶ

①科学技術や経済・貿易面を学びたい（１）
②発展している日本から学びたい（１）
③日本文化としての日本語を学ぶ（１）
④進学する（１）

高齢化社会など、日本が抱える問題を反面教師と
して学ぶ（１）

過去のみに現れたキーワード 現在のみに現れたキーワード
【３】ポップカルチャー
アニメ・マンガ、ゲーム、コスプレなどに対する
興味（６）

表７ 大学教師の回答（１８名）

インドネシアの高校・大学日本語教師への質問紙調査に見る日本語学習の意味づけの変化

－１５－



カルチャーが関心の焦点となり、日本語学習と自身の満足・充足（楽しみが広がる）を結び付

けて考えており、それが仕事などの社会とのつながりではない個人の日本語学習の動機づけと

なっていることがわかる。

６．まとめ
以上、インドネシアの高校教師・大学教師への質問紙調査により、教師の声を拾った。その

回答から、インドネシアにおける日本語学習動機・学習目的といった意味の変化が見えてきた。

過去と現在では、高校教師の視点からも、大学教師の視点からも、動機や目的を含む日本語学

習の意味の変化が認められた。以前は、「仕事の場の拡大」が日本語学習の動機・目的として

重要であったが、近年は、高校では「日本への留学」が、大学では「職業の広がり」「日本の

ポップカルチャーに対する興味関心」が日本語学習の目的や意味を考える上で重要な要因にな

っている。本節では、高校教師・大学教師の回答を踏まえ、インドネシアの日本語学習の意味

の変化の特徴を明らかにするために、（１）日本語に対する認知度の地域差の解消、（２）グ

ローバル社会参入のための言語という意味の意識化、という観点から整理する。

インドネシアは、広大な国土を有する大国であり、しかも島嶼国家として、スマトラ島・ジ

ャワ島・スラウェシ島といった大きな島以外に無数の島から成り立っている。高校教師と大学

教師の回答を比較して非常に興味深いのは、高校の教師の回答の地域差である。２０００年以前は、

日系企業が進出した地域（ジャカルタ首都特別地区や西ジャワ、東ジャワなど）や日本との行

き来がある地域（北スラウェシ）以外、日本語はまだ十分に認識されておらず、その結果、地

過
去

（F）北スマトラ：「（日本語に関する：筆者注）情報不足で、インドネシア語で書かれた教材も手
に入れにくく、日本語が話せるインドネシア人も希で、日本文化も一般にはよく知られてい
ないなどから、当時人々の関心が薄い日本語ができたからと言って、将来のキャリアを築け
るのか疑問を持つ人が多かった。（U１）」

（G）西スマトラ：「日本語ができる人がまだ少なかったので仕事を探すのが大変ではなかった。
特に外国企業がインドネシアで投資できるようになった９０年代の初め。（U４）」

現
在

（H）西スマトラ：「グルメやファッション、ライフスタイル、雑誌のビジネスなど日本の特徴
を持つ事業を展開するチャンスを開く（U４）」

（I）西ジャワ：「大学での日本語教育は日本学科にあるだけでなく、他の学科も日本語をプラス
で教えるところもある。例えば、xx大学の看護学科、観光学科やケータリング・マネジメン
ト学科など。どうしてそうなっているか？ある機関もしくは企業で雇ってもらうためには、
卒業生が英語以外の外国語の能力がなければならないからである。（U８）」

（J）東ジャワ：「（日本が）たくさんの問題を抱えているため、日本から学びたい。例えば、出生
率が減少していて、高齢者の数が増える問題など。そのため、インドネシアのような発展途
上国が自分の国を先進国として成長させようとしている中で日本のようにならない（日本が
抱えている問題を経験しない）ようにする。（U１４）」

（K）北スマトラ：「現在はメダンにある日本の企業の数は減っているけれど、日本語に対する
関心は依然として高い。日本のアニメやマンガ、あるいは日本発のゲームが若者の関心を集
めているからであろう。（U３））

表８ 大学教師のコメントの代表例
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域によって日本語学習に対する見方に大きな違いがあった。しかし、２０００年以降、インドネシ

アの日本語学習者数が中等教育段階を中心に急増し、インドネシアの各地域で多くの高校生が

日本語を学ぶようになると、日本語学習は広くインドネシア社会に知られるところとなり、日

本語学習は「一般化した現象」として捉えられるようになった。日本とインドネシアの良好な

二国間関係、さらにテレビやインターネットなどのメディアの発達、そして、国家カリキュラ

ムに準拠した教材開発による教育インフラの整備などの要因が重なり、地域差が減少し、日本

語はなじみのある言語となっていったと考えられる。その背景には、日本とインドネシアの関

係が政治面・経済面・文化交流面でより密接になっていることが関係している。それにより、

日本語教育が高校に導入しやすくなり、インドネシア全国でどこでも「一般的に」日本語が学

ばれているという状況がもたらされたと言えるのではないか。

さらに、高校教師の「日本への留学」（表６【６】）「国際標準」（表６【８】）、大学教師の「英

語以外の外国語能力の必要性」（I）といった言及が見られるようになった背後には、インドネ

シアが国を挙げて、新興国としてグローバル社会に地歩を得ようとしていることがあると考え

られる。これは、２０１３年カリキュラムが、インドネシアが今後、国際的発展を遂げるために、

どのように学生を育てるかを視野に入れた内容や方法を示していることとも呼応する。また、

大学教師の発言に「ポップカルチャー」が多く挙げられるようになり、そういった日本発のコ

ンテンツをインドネシア国内の新しい仕事の創出や事業展開に向けるという回答（G）も見ら

れ、日本の文化的コンテンツを単に受容するだけでなく、新しい事業展開として活用する可能

性の指摘も現れた。このような例から日本語は、インドネシアにおいて学校や学習者それぞれ

がグローバル社会とつながっていくための一つのきっかけとして意味づけられていると言える

のではないか。

７．おわりに
本研究で用いた調査では、現場の教育に当事者として関わる教師の生の声を集めることで、

客観的な数値の記述ではわからないインドネシアの日本語教育の一端を明らかにすることがで

きた。海外の日本語教育の現地化・自立化を考えていく上で、現地の教育の当事者である教師

の生の声を探ることは非常に重要である。今回用いた調査法を土台に、改善をしていく必要が

ある。そのことにより、世界の日本語教育をより立体的に捉えていくことにつなげていきたい

と考える。
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〔注〕
（１）国際交流基金（２０１３）『海外の日本語教育の現状 ２０１２年度日本語教育機関調査より』付属 CD−ROM「５
－１日本語母語教師数比率・全体」による。

（２）本研究は、２０１０年から２０１４年にかけて実施している調査研究部会プロジェクトとして実施している。「イ
ンドネシアの大学日本語教師への質問紙調査に見る日本語教育観－過去・現在－」を参照。
<http : //www.jpf.go.jp/j/urawa/about/world/k_project_2012k−1.html>２０１４年８月２４日参照

（３）１９９９年「留学生受け入れの概況」（文部科学省実施）
<http : //www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/documents/data_11.pdf>２０１４年８月２４日参照
２０１３年「平成２５年度外国人留学生在籍状況調査」
<http : //www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/data13.html>２０１４年８月２４日参照
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